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管理国家シンガポールから学べること〜閉塞経済日本の持続的発展へのヒント〜 
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１．研究概要（目的・狙いなど） 

日本は、現在低成長と高齢化という先進国が共通に抱えている問題に直面している。ASEAN のハブとして成長したシンガポ

ールも同じ問題を抱えている。シンガポールの少子高齢化は今の日本より急速に進むと推測される。しかし、シンガポールはほとん

ゼロから国づくりを始め、高所得国へ発展しただけでなく、近年まで成長を持続している。なぜ、これが可能なのか、また、これから

の日本の持続的な成長のために我々が学ぶべきことは何か、そのためにシンガポールが成長した成功要因を分析する。 

日本においてもシンガポールからヒントを得て、様々な政策を実験しその有効性が証明されれば閉塞経済の突破口となる可能

性がある。急速にグローバル化が進んでいる中で、他国に学び、日本で有効性を積極的に実験できる国体づくりが今後求められ

ると考える。 

 

２．研究テーマの現状分析（歴史的背景、マーケット環境など） 

日本は、現在低成長と高齢化という先進国が抱える最もホットな問題を背負っている。高度成長期時代と比べられるほどの成

長率を今の日本では遂げることはできない。また、深刻な年金制度の負担増加は、日本の財政を圧迫し現行制度の維持可能



性については多くの議論がされている。この問題を抱えるのは日本だけではない。シンガポールも同じ問題を抱えている。東京 23

区とほぼ同じ面積しかないシンガポールは、国土が極めて小さく、資源が極端に不足している。しかし、経済発展にはなんらかの

「資本」の投資が必要となる。シンガポールにおいては、「人的資本」がその発展の基盤となった。天然資源が他国と比べて圧倒

的に不足しているシンガポールにとって、才能ある人材や高度な技術を持つ人材は貴重な資本であると言える。また、シンガポー

ルはアジア諸国との地理的近接性や貿易の中継地として繁栄した歴史があり、ASEAN 諸国に自国で成果を上げた政策やビジ

ネスモデルを輸出している。ASEAN のハブとしての地位を確立したシンガポールが、今後アジア諸国の発展に寄与する可能性は

大いにある。 

シンガポールの一人当たり GDP（2016 年）は、アジアトップクラスの 52,961 米ドル（アジア 1 位はマカオ。マカオはカジノに

よる観光業による収益がほとんどを占めるため、特殊な例ではある。）であるのに対し、日本は、38,917 米ドルと大きく水をあけ

られた。GDP 自体はアメリカ、中国に次いで世界第 3 位の日本ではあるが、国民一人当たりの生産性はシンガポールのほうが高

いというわけである。シンガポール人のほうが日本人より、「人的資本」という意味で価値ある存在ともいえるかもしれない。アジアト

ップクラスの一人当たり GDP の高さを誇る国がどのように価値ある人的資本を生み出せたのか。また、なぜ ASEAN のハブ、

ASEAN のゲートウェイとしての絶対的な優位性を確立することができたのか。 

以上の点に関して、シンガポールの発展のカギを分析すれば、これからの日本の持続的な成長のために学ぶべきことがあると考

える。 

 

３．研究テーマの課題 

まず、ASEAN のビジネスハブとしてシンガポールが成長した要因から分析する。国土面積は日本よりも狭く、移動が容易であ

る。また、ASEAN の中心として世界有数の取扱量を誇る港湾設備（コンテナ類）があり、さらに世界 206 都市へ、アジア 142

都市（羽田は 66 都市）にアクセスが可能なチャンギ国際空港がある。つまり、シンガポールは ASEAN の玄関口と言うことがで

きる。その他にも、独立以来英語を公用語とした政策はビジネスの機会を拡大させた。さらに、企業への税制優遇で技術力の高

い外国企業を誘致している。そして、様々な国の異なる分野の企業の研究所を誘致している。経済開発庁（EDB）がリーダー

シップを取り、世界の大手企業がビジネスを行いやすい環境づくりを政策として進めている。その結果、2016 年のシンガポール対

内直接投資は日本の約 5 倍である。日本の対内直接投資は対外直接投資の 13 分の 1 しかなく、グローバルビジネスにとって

不利な環境を反映している。 

次に人的資本政策について分析する。OECD 発表の 15 歳児の学力達成度調査 PISA によると、シンガポールの総合的な

学力は日本より高いことが明らかになっており、先進国の中でトップの成績である。また、毎年発表される世界大学ランキング

（2015-2016）において、シンガポール国立大学はアジア 1 位、世界 12 位という結果を残している。東京大学は、アジア 5

位、世界 34 位である。シンガポールにおいて、いかに日本より上質な高等教育が提供されているかが理解できる。また、能力の

ある人材が教育システムによって生み出されている。 

そのようなシンガポールの教育制度の特徴は、能力主義・エリートを育て上げるシステムにある。初等教育卒業の時点で、

PSLE という卒業試験を児童は受ける。この試験の狙いは、優秀な成績を修めた能力のある児童を選抜しより高等的な教育コ

ースに進学させ将来的に有能な人材を育成すること、幼少期で個々の能力を見極めそれぞれの生産性を最大限に生かすことが

できる教育に力を注ぐこと。大きくこの二つが狙いである。シンガポールの教育は個人の個性を生かしながら、学習に対する意欲を

促進させ、将来的に個々のマンパワーを最大限に発揮できるための教育システムといえる。このようにエリート人材を効率的に育

成できる制度は高く評価できると考える。この能力主義的な考え方は国家体制の基軸であると考える。能力主義を徹底する結

果、性別・宗教・貧富の差に関わらず優秀な人間を登用する今のシンガポールの形が自然と作られた。 

これらの政策、ビジネスモデルを構築できたのは、ひとえにシンガポールという国が管理国家であり、開発独裁を行ってきたからに

他ならないと考える。開発独裁のメリットの多くは意思決定、トップダウンが早いことだ。経済開発などにおいて、スピードはとても重

要であるといえる。その経済政策の中枢を担うのが、経済開発庁だ。シンガポールでは経済開発庁が中心となって幅広いネットワ

ークを駆使し、ワンストップで最速かつ理想的なプランを捻出する。このスピードを実現できることが管理国家ゆえの強みだ。 

 



４．課題解決策（新たなビジネスモデル・理論など） 

日本がシンガポールから学べることは多い。シンガポールにおいて成果をあげた政策を分析し、成功例を日本国内の政策として

提言することができるからである。例えば、シンガポールの特徴的な教育制度がある。エリートを選抜し幼少期で能力を見極めるシ

ステムは、教育投資による将来的な社会的収益率が高い。先日、安倍首相は消費税増税による税金の使い道を子育て政策

に投資するか否かの是非を問うために衆議院を解散させた。子育て政策に対する投資は、国民にとって税金の使い道が明確な

ものであり分かりやすい政策ではあるが、果たしてその税金を具体的にどのような形で子育て政策に反映するのか。日本は、シンガ

ポールから教育投資における税金の有効な使い方を学び、その政策を分析し整理できる。そのうえで、政策の有効性を実験でき

る特区を日本の自治体に設けることができれば面白い。自治体間で、シンガポールの教育制度から学び適切な実験を行い、その

有効性を検証することで、新しい政策を提言できる。 

他の先進国の成功例に学び日本の政策として打ち出す動きは多く見られる。特に、消費税増税の要因は様々あるが、他国

の消費税は日本よりも高いのだからもう少し高い税率を設定してもいいだろうという理由は、国民も合点がいく主張のひとつではあ

ると考える。近年、マスメディアは他国の政策や事情と比較して日本の政策を評価する。果たして、比較するだけで良いのだろうか。

他の先進国の成功例を真摯に受け止め、日本で取り入れられる部分を分析し、政策の有効性を実験的に問えるような政策を

打ち出すことも大切であると考える。効果が検証された政策に投資することが求められるからだ。 

 

５．研究・活動内容（アンケート調査、商品開発など） 

1965 年の建国以来急成長を遂げたシンガポールは、なぜここまで経済成長することができたのかという疑問のもと、教育制度、

女性の社会進出がもたらす経済的影響、水ビジネスの共同開発、深刻な少子高齢化を追い風にした介護ビジネス、という４つ

の視点から研究をすすめた。それぞれの研究をグループ分けし、事前調査を進めた。 

実際に 2017 年 9 月にシンガポールを訪れ、現地に拠点を置く企業に訪問した。JETRO シンガポール事務所、一般財団法

人自治体国際化協会シンガポール事務所、シンガポール日本人学校クレメンティ校、パラマウントベット株式会社アジアパシフィッ

ク、東レ株式会社東レシンガポールウォーターリサーチセンターにおいて、事前研究を踏まえた実証的な聞き取り調査を行った。ま

た、実際にシンガポールを訪れ風土を肌で感じ、現地のシンガポール人と実際にコミュニケーションをとる機会を持つことで、日本国

内にいるだけではわからない主観的・直観的な考え方と出会うことができた。 

 

６．結果や今後の取り組み 

日本で、シンガポールの成功事例を実験的に施行できる自治体を調査していく。候補にあがる有望な実験区として、福岡県を

検討している。その理由として、韓国や中国に近接した自治体であり既に日本との間で連携がとれているという地理的優位性、シ

ンガポールと福岡県の人口規模が似ていること、日本政府によって福岡市に国家戦略特区が置かれていること、住民には強い独

立気質があること、異文化を生活に取り入れアジアにおけるダイバーシティを受け入れていること、アジアのハブとなれる可能性を既

に意識していること、などがあげられる。以上のことから、福岡県は有望な実験区となれると考える。福岡県の国際局国際政策科

担当者にコンタクトを取り、シンガポールから学べるアイデアについて議論し、具体的な政策立案の共同研究を提案する。 
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＜企画シート作成上の注意＞ 
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※本企画シートの項目に沿って、ご記入をお願いいたします。各項目に文字数制限はありませんが、1~7 以外の項目を追加することは「不可」とさせていただきます。 

※本企画シートは、インナー大会プレゼン部門実行委員会への連絡事項と企画シート作成上の注意を含め、4 ページ以内に収めてください。実行委員会から審査員に渡す際は、

A4 サイズでプリントし、4 ページ目までをお渡しします。 

※大会参加申込み時点から、チーム編成の変更(チームの人数・交代など)は、｢不可｣とさせていただきます。ただし、チームメンバーの留学等やむを得ない事情でチーム編成に変更

が生じる場合は、実行委員会(プレゼン局)にご連絡ください。実行委員会側で協議のうえ、ご返答いたします。なお、参加申込書提出時からのチーム名変更は「不可」とさせていた

だきます。 
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同様に明記してください。また、Web サイト上の資料を利用した場合は、URL とアクセスした日付を明記してください。 

※電話番号や住所などの個人情報は記載しないでください。 

※パワーポイント内で動画を使用する場合は、必ず｢有｣とご記入ください。動画を使用する際の注意事項は参加要項に記載しております。 
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